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3．2 『中小企業簿記要領』の特質と中小企業向けの会計構造
『中小企業簿記要領』による第2次簿記運動が1950年5月から実施される
にあたって㈶大蔵財務協会は4月に『中小企業簿記要領による中小企業の帳
簿のつけ方―各業種別記帳例題による説明―』を出版した。これは『中小企
業簿記要領』を普及させるため，業種別の記帳例を示し，具体化したもので
ある。また，国税庁広報課は『中小企業の帳簿のつけ方解説―中小企業簿記
指導者講習会速記録―』を1950年4月に出版した。
『「中小企業の帳簿のつけ方」解説―中小企業簿記指導者講習会速記録―』
は，1950年3月27日，28日，29日，30日の4日間にわたって東京大学で開催
された中小企業簿記指導者講習会における諸講師の講義を収録したものであ
る（国税庁広報課［1950］序，編集者記）。これは，1950年5月から各地で
開催される簿記講習会に間に合わせるために作成された（国税庁広報課
［1950］序，編集者記）ものである。
したがって，1950年に出版された㈶大蔵財務協会編『中小企業簿記要領に
よる中小企業の帳簿のつけ方―各業種別記帳例題による説明―』および国税
庁広報課編『「中小企業の帳簿のつけ方」解説―中小企業簿記指導者講習会
速記録―』が『中小企業簿記要領』の公表後において詳細に述べられたもの
であり，この2冊を中心にその特質と中小企業の会計構造を再考する。
『中小企業簿記要領』の特質は，序章に「正規の簿記の原則」が示されて
いることと中小企業のための簿記法を示していることであろう。中小企業の
ための簿記法は，月末收支総括表方式による簿記法，日計表方式による簿記
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法および複式簿記法を中小企業の簿記であると鍋島氏，中西氏および黒澤氏
が述べている。『中小企業簿記要領』の「正規の簿記の原則」がどのような
意味を持ち，さらに中小企業の簿記として3つ示したのだろうか。中小企業
の会計基準は，『中小企業簿記要領』の再考によって，記帳に関する理論が
明確にされるだろう。
ａ．「正規の簿記」と「正規の簿記の原則」との相関関係
――『中小企業簿記要領』における「正規の簿記」と大蔵省令との関わり――
『中小企業簿記要領』の序章における「正規の簿記の原則」は，正確な会
計帳簿でなければならないことを示している。なぜ，ここに示したのかが述
べられていない。この答えが㈶大蔵財務協会の『中小企業簿記要領による中
小企業の帳簿のつけ方―各業種別記帳例題による説明―』の中西氏による推
薦の言葉に「正規の簿記の原則」が示されている。そこには，1949年12月15
日に定められた青色申告のための帳簿の記載に関する大蔵省令第百五号にお
いて帳簿の記載事項に関するものが述べられており，その根本原則が「正規
の簿記の原則」であると述べている（㈶大蔵財務協会編［1950］，推薦の言
葉2頁）。そして，「正規の簿記の原則」は，三つの条件を満たすものでなけ
ればならないとしている。その三つの条件は，次に示すとおりである。
「第一に帳簿は，事業の資産，負債，資本の増減に影響を及ぼす取引のうち，重要な
ものには必ずこれを記録し，その記録にもとづいて損益計算書，貸借対照表が作成され
るものでなければならない。
第二に帳簿の記録が，整然として一つの体系をなしており，帳簿間の記録の連絡が明
瞭であり，記録の試算，照合が可能でなければならない。
第三に帳簿の記載が，証ひょう書類又は傳票その他の原始記録によってなされ，記録
の真実性が実証されなければならない。
この要件を満たすものは，正規の簿記すなわち秩序的な組織的な簿記である。」（㈶大
蔵財務協会編［1950］，推薦の言葉2頁；三代川［2001］，78頁）
また，鍋島氏が中小企業簿記指導者講習会で「正規の簿記の原則」につい
中小企業の会計構造と記述理論⑶
―51―
て述べた内容をまとめると以下のとおりである。
「第一に正規の簿記は，網羅的な記帳，或は体系的な記帳であり，事業の資産，負債，
資本に影響を及ぼす取引の中で重要なものは必ずこれを記録する。」
第二に「帳簿の記録が整然として一つの体系をなしており，それが雑然としていない。」
第三に「その記録が真実であるということが記録によって実証されること。」
「網羅的且つ体系的な記帳であり，決算書類が作られること，従ってこの帳簿の突合
せ吟味ができること，真実性が実証され得ることが正規の簿記としている。」（鍋島
［1950］，34‐36頁）
中西氏による推薦の言葉と鍋島氏の講演内容の「正規の簿記の原則」は，
ほぼ同一内容になっている。中西氏および鍋島氏の述べた「正規の簿記の原
則」は，一貫して網羅性，検証可能性，秩序性という基本原理を簡素化した
ものではなく，分りやすく解説したにすぎなかった。
また，「正規の簿記」のひとつとして複式簿記を示しながら，『中小企業簿
記要領』の日計表方式と月末収支総括表方式による簿記法が「正規の簿記の
原則」に従い，青色申告の帳簿の記載要件をみたすものである（鍋島［1950］，
32‐40頁）と述べている。ここで注意しなければならないことは，前稿で考
察した日計表方式と月末収支総括表方式は，いずれも2重分類複式における
認識・測定がなされ，2面的に記録されていることである。しかし，『中小
企業簿記要領』が中小商工全般の企業を想定して作成されたため，『中小企
業簿記要領による中小企業の帳簿のつけ方―各業種別記帳例題による説明
―』では，中小企業の規模，業種を9つに分類した取引例が示されている（15）。
さらに，業種別の簿記要領は，『中小企業簿記要領』に基づいて公表されて
いった。業種別の簿記要領のひとつである『小売店経営簿記要領』が作成さ
れた時に，中小企業庁長官は，国税庁長官に伺いを立てている。
「小賣店経営の合理化と適正な申告納税に資するために経済安定本部企業会計制度対
策調査会報告『中小企業簿記要領』に従いつつ小賣店の特殊性に應じた方法による簿記
要領を当廳において作成したものであるが，これが所得税法施行細則に基く記載事項の
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図表28 経済安定本部企業会計制度対策調査会の日計表
（経済安定本部［1950］，96‐97頁より）
要件をみたしているかどうかの御審議を願いたく送付する」（中小企業廳指導部［1950］，
3頁）
「首標の帳簿について昭和二十五年六月二十日付二五企廳第一五二四号で御照会のと
ころ，右は大体において所得税法施行細則の記載要件を充たしているものと考える」
（中小企業廳指導部［1950］，3頁）
これは『中小企業簿記要領』にしたがった各種業種の簿記要領が所得税法
施行細則の記載要件を充たしていることを示している。換言すれば，帳簿の
記載事項を定めた大蔵省令の基本原則である「正規の簿記の原則」が『中小
企業簿記要領』に示されているため，『中小企業簿記要領』に従った記載要
件の方法であれば，認められるということがいえるであろう。
ｂ．日計表方式の特質と会計構造の変化
日計表方式は現金取引が中心の業種であり，現金取引以外の振替取引の少
ない業種が対象である（16）。日計表は現金出納帳を多桁式にしたものである。
『中小企業簿記要領』の日計表は，収入・支出ではなく，入金・出金という
欄になっている。また，右側には，収支残高，現金残高，預金残高の欄が設
けられている（図表28）。
しかし，㈶大蔵財務協会編の日計表は，収入・支出となっており，右側に
は『中小企業簿記要領』にある收支残高，預金残高を記載する欄がない（図
表29）。また，掛売については，収入欄の売上欄に記録するとともに支出欄
の掛売上欄にも記録する。また，掛仕入も同様，収入欄の掛仕入欄に記入す
るとともに支出欄の仕入欄にも記録する。これによって，現金残高が変更さ
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れないようになっている。
また，『中小企業簿記要領』には，日計表方式の債権債務記入帳の説明が
なされていないが，㈶大蔵財務協会の日計表方式における債権債務記入帳は，
債権記入帳と債務記入帳に分けられている（図表30）。さらに，記帳例題に
は，相手科目を記入する欄が加えられている（図表31）。また，「債権の記入
帳と債務の記入帳とを，分けて設ける。この点が総括表の方式の場合と違う」
（鍋島［1950］，53頁）と相違点を述べている。
また，『中小企業簿記要領』の日計表方式には，精算表の説明はないが，
図表31 債権記入帳と債務記入帳
（㈶大蔵財務協会編［1950］，11頁より）
図表30 債権記入帳および債務記入帳
（㈶大蔵財務協会編［1950］，8頁より）
図表29 ㈶大蔵財務協会編の日計表
（㈶大蔵財務協会編［1950］，2‐3頁より）
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㈶大蔵財務協会編の日計表方式には12桁精算表（図表32）が示され，年初貸
借対照表，日計表年計，試算表，整理記入，損益計算書，貸借対照表で構成
されており，作り方も説明されている。
ｃ．月末收支総括表方式の特質と会計構造の変化
月末收支総括表方式（17）の特質は，「一つの取引は必ず関係した帳面に二重
に記録することを建前」（中西［1950］，84頁）にしていることである。「入
金伝票，出金伝票，振替伝票にメモ的に記録し」（中西［1950］，88頁）てか
ら帳簿に記録する。そして，月末収支総括表は支出の欄と収入の欄の二つの
欄があり，支出の欄には現金取引でないものも，便宜上，現金取引と考え，
現金の支出を伴う取引を月末收支総括表の支出の欄に記入し，収入の欄には
現金取引でないものも，同じく便宜上，現金取引を考えて月末收支総括表の
収入の欄に記入する（中西［1950］，94頁）。総括表の支出側の項目がすべて
複式簿記における借方事項で，収入の側の項目がすべて複式簿記の貸方項目
である。そこで総括表の結果は複式簿記における借方貸方の仕訳と同一の結
果を得ることができる（中西［1950］，97頁）。現金の收支を伴う取引はもち
ろん，現金の收支を伴わない振替取引にまで，収支の観念を拡張して取引を
現金収支の観念に従って仕訳して行く（中西［1950］，98頁）。月末收支総括
表は総合仕訳帳という理論を持っている。「この考え方はオーストリア，あ
るいは南ドイツの，特に中小企業等の簿記に使われておる，いわゆる総合仕
訳帳の原理に従っているわけでございます。月末収支総括表は総合仕訳帳に
ほかならない」（中西［1950］，99頁）（18）として述べている。
日計表方式では振替伝票が稀な業種であったが，月末收支総括表は，振替
伝票が若干出てくる業種を前提にしている。また，振替伝票の多い企業は複
図表32 精算表
（㈶大蔵財務協会編［1950］，14頁より）
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式簿記の方が望ましい（鍋島［1950］42‐43頁）。また，各種帳簿から月末收
支総括表に集計するが㈶大蔵財務協会の『中小企業の帳簿のつけ方』の月末
収支総括表と『中小企業簿記要領』の月末収支総括表とは，多少異なった点
がある（中西［1950］，78頁）と指摘している。これは，異なっているとい
うよりも正しく修正されたのであろう。㈶大蔵財務協会編の『中小企業簿記
要領における中小企業の帳簿のつけ方』に示された月末收支総括表は，図表
33のとおりである。
ｄ．小括
『中小企業簿記要領』の日計表方式は，金銭出納帳の左側に収入，右側に
支出という主観的貸借，言い換えれば当店の帳簿であるため，このような形
式になったと考えられる。そして，金銭の取引が中心となる小規模の商店向
きの方法であるが，小規模の商店の取引をすべて網羅するような帳簿体系で
あることも指摘したい。月末収支総括表方式は，若干の振替取引がある商店
向きの帳簿体系として，考案されているが，月末収支総括表方式の左側に支
図表33 ㈶大蔵財務協会〔1950〕の月末収支総括表
（㈶大蔵財務協会編［1950］，35頁より）
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出，右側に収入という客観的貸借，言い換えれば収支の相手方であり，収支
の原因と結果という形式にするため，このような形式になったと考えられる。
この月末収支総括表方式は，収支簿記の金銭出納帳いわゆる日記帳の主観的
なものから客観的なものに変更し，上段部分で利益が把握できるようにまと
め，下段については，その他の収支の相手方をまとめて考案されたと考えら
れる。さらに，下野氏，太田氏，中西氏および鍋島氏の会計思考は，金銭を
中心とした損益計算書と貸借対照表の有機的関連性をもった会計構造を意識
したものであるといえる。日計表方式は，仕訳帳と元帳が統合された機能を
兼ね備えたものであるといえよう。月末収支総括表方式は，帳簿が元帳，月
末収支総括表が総合仕訳という機能を持ったものといえよう。いずれもイタ
リア式簿記法が進化されたものということができる。
4 中小企業会計基準の記帳に関する記述理論と戦後の記帳
に関する記述理論
『中小企業会計指針』と『中小企業会計要領』はどのような記帳に関する
思考によるものなのか考察することにする。両者の会計基準は，どこまで記
帳に関する思考が示されているのであろうか。また，「正規の簿記の原則」
が『中小企業会計要領』の枠組みに示されているが果たして，なにを根拠に
「正規の簿記」としているのか意味内容を考察することにする。
4．1 中小企業の記帳に関する記述理論
――戦後の記帳に関する記述理論の変遷について――
『中小企業簿記要領』に示された「正規の簿記の原則」は，大蔵省令百五
号（1949年12月15日）の根本原則であることを先に述べた。この省令を基に
『中小企業簿記要領』が公表された翌日に，青色申告の前提となる帳簿制度
が国税庁通達（1949年12月28日）によって示された。その第一（個入及び法
人に共通する事項）12に「複式簿記が正規の簿記であることは，いうまでも
ないが，日々の継続記録の結果に，商品等のたな卸その他若干の決算整理を
行うことによって貸借対照表及び損益計算書を作成できる程度の組織的な簿
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記」を正規の簿記として扱うのものとした。したがって，国税庁が『中小企
業簿記要領』を「正規の簿記」として示したと考えられる。しかし，第二次
シャウプ勧告の「Ｃ所得税の施行に関する問題，1所得金額および税額の決
定」において下記のとおり単式簿記が示されている。
「ａ 申告書の様式は，もっと簡単にすることができる。
ｂ 次のことを納税者にはっきり知らせなければならない。すなわち，⑴些細な記帳
上の誤謬があっても，納税者から青色申告の特典を奪わないこと，⑵農業者および中小
企業者は，複式簿記でなく単式簿記だけの場合でも青色申告書を提出することができる
こと，⑶売り買いの送り状を注意深く綴り込んでさえおけば，これを売上帳または仕入
帳に実際に記入することは必ずしも必要でないこと，である。他方，税務署の方では，
必ずしもすべての青色申告書を調査することは必要でないことを知るべきである。税務
署は青色申告の最低限の要件を備えようとしている納税者が，すべて青色申告書を提出
するように奨励すべきである」（青色申告会総連合［2000b］，206頁）
第二次シャウプ勧告によって，申告書の様式はもっと簡単にすることがで
きるとし，単式簿記でも青色申告として提出できるとしたため中小企業のた
めの簿記法が複式簿記から単式簿記へと変化していった。小規模事業対策と
して，1968年に政府税制調査会の答申を受けて「現金主義簡易簿記」が認め
られた（全国青色申告会総連合［2000a］，28頁）。さらに白色申告者用の帳
簿（多桁式の現金出納帳）が1984年に創設されたが，現金主義簡易簿記とあ
まり変わらないものである（播［1985］，70頁）。
以上のように，国税庁は，「正規の簿記の原則」が貸借対照表と損益計算
書ができる組織的な簿記と通達で示しながら，第二次シャウプ勧告によって
単式簿記と変化させていった。これらの背景から本来企業が行う簿記は，明
治以降一貫として2重分類複式による認識・測定および記録するいわゆる複
式簿記としながら，単式簿記へと変化させたことで「正規の簿記」の意味内
容が変化していった。
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4．2 中小企業会計基準における記帳に関する記述理論
『中小企業会計指針』と「中小企業会計要領」の記帳に関する要件が示さ
れているが，その根底に2002年の「中小企業の会計に関する研究会」が元に
なっていると思考される。
中小企業会計基準として『中小企業会計指針』および『中小企業会計要領』
の記帳についての手がかりが『中小企業の会計に関する研究会報告書』（以
下，『研究会報告書』と称す）の解説書である武田［2006］，165‐173頁およ
び211‐225頁にある。『研究会報告書』の記帳の基本的考え方は，下記のとお
り示されている。
「会計帳簿の信頼性の確保のため，信頼性ある記帳が重要である。記帳は，
整然かつ明瞭に，正確かつ網羅的に行わなければならない。また，記帳は，
適時に行わなければならない」（『研究会報告書』（記帳の基本的考え方））。
ここで「整然かつ明瞭に」，「正確かつ網羅的に」，「適時に」が示されている。
『中小企業会計指針』は，会計帳簿の作成について，「会社計算規則の定め
るところにより，適時に正確な会計帳簿の作成」（『中小企業会計指針』目的
1．中小企業の会計－計算書類の作成義務）すると述べている。この適時に
正確な会計帳簿の作成について，「株式会社は，法務省令で定めるところに
より，適時に，正確な会計帳簿を作成しなければならない」（会社法第432条
第1項）としている。よって，会計帳簿の作成については，会社法の規定に
基づいて作成することが要請されている。さらに『中小企業会計指針』は，
『研究会報告書』に示された「適時に正確な」が示されている。
『中小企業会計要領』では，「記帳は，すべての取引につき，正規の簿記の
原則に従って行い，適時に，整然かつ明瞭に，正確かつ網羅的に会計帳簿を
作成しなければならない」（『中小企業会計要領』総論8．記帳の重要性）が
示されている。『中小企業会計要領』は，「適時に」，「整然かつ明瞭に」，「正
確かつ網羅的に」が示されている。まさに『中小企業会計要領』は，『研究
会報告書』の記帳の基本的考え方を示したものであった。
『中小企業会計要領』での「正規の簿記の原則」が1949年に示した国税庁
の見解および『企業会計原則』の「正規の簿記の原則」によるものであれば，
貸借対照表と損益計算書が有機的に関連する会計構造を形成していることに
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なる。しかし，明治初期から，小規模の商店においても，金銭（キャッシュ）
に重点をおいて会計思考が構築されていることから中小企業会計基準も同様
の会計基準を構築すべきであろう。
5 おわりに
中小企業の記述理論の形成は，明治初期の簿記書が源流である。その収支
概念の原点は『帳合之法』による福沢諭吉の会計思考によるものである。さ
らに，『銀行簿記精法』の総合仕訳や多桁式の帳簿が『中小企業簿記要領』
に影響を与えたといって良いのではなかろうか。この二つの簿記書によって，
下野氏の収支簿記が展開された。収入・支出の右側・左側の相違は，主観的
貸借または，客観的貸借によるものであった。また，下野氏の振替取引を収
入欄と支出欄に記載して残高がかわらないという考え方は，日計表方式の記
載方法に当てはまる。しかしながら，黒澤［1934a］および［1934b］は，
簿記法の発展形態および収支簿記について論じていたものであるが，最後に
収支簿記が退化形態とか幼稚な簿記法として将来消滅する（黒澤［1934b］，
32頁）と述べている。
『中小企業簿記要領』は，太田［1933］「複式簿記の再吟味」によって構想
され，太田［1935］「簡易商店簿記試案」によって，総括表方式および日計
表方式の原型が考案された。中西氏が東京都経営指導所において指導してい
た簿記法は，太田氏によって考案された簿記法が原型となって作成されたも
のであり，この簿記法が『中小企業簿記要領』の原案となった。
したがって，収支簿記は，将来消滅すると黒澤氏が述べていたが，太田氏
によって，『中小企業簿記要領』という名称で主観的貸借，客観的貸借とい
う会計思考の相違によって会計構造を変えて生かされたのではないかと言え
るだろう。しかし，第二次シャウプ勧告によって中小企業の簿記法は，国税
庁が複式簿記ではなく，単式簿記による収支計算書へ移行してしまった。こ
のことが簿記の複雑化となっていったのではなかろうか。
「正規の簿記」とは，当時，複式簿記を指していたが，『中小企業簿記要領』
では複式簿記という用語自体，理解が困難なため使用せず，それを「正規の
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簿記」と称した。当時，『中小企業簿記要領』を中小企業向けの複式簿記で
あると称していたら企業の簿記は，2重分類複式による認識・測定として一
元化されたのではなかろうか。
中小企業会計基準の記帳については，『研究会報告書』がもとになってい
た。『研究会報告書』も会計学者によって考案されていた。『中小企業会計要
領』および『中小企業簿記要領』は，上野氏の会計理論の統合に置き換える
と下記のとおりいうことができる。『中小企業会計要領』および『中小企業
簿記要領』は，条件付規範理論によると理論家（会計学者）が考案したもの
であり，中小企業の記帳に関する記述理論が2重分類複式による認識・測定
によって作成されたものであったといえる。まさに下野直太郎氏の金錢であ
ること，そして，太田氏の月末収支総括表の「拡張された金銭会計」は，金
銭を中心に展開されたものである。よって，中小企業の記帳に関する記述理
論は，金銭を中心とした会計構造を兼ね備え，現金取引中心の企業，現金取
引に若干の振替取引のある企業，振替取引の多い企業に分類されて展開され
ていたことがいえるだろう。明治初期から中小企業の2重分類複式による認
識・測定に重点を置いたのが金銭であり，中小企業の会計基準によるキャッ
シュ・フロー計算書においても金銭の重要性を指摘している点で共通してい
る。よって，金銭（キャッシュ）に重点を置いた貸借対照表と損益計算書の
有機的な会計構造観の特色が会計基準の問題点を解決する糸口になるであろ
う。
注
⒂ 『中小企業簿記要領による中小企業の帳簿のつけ方―各業種別記帳例題による説明
―』の中小企業の規模および業種の分類は，下記のとおりである。
日計表方式之部
Ａ物品販売業 Ｂ修理加工業 Ｃサービス業（小運送業） Ｄサービス業（クリー
ニング業）Ｅ料飲業
総括表方式之部
Ａ製造業 Ｂ物品販売業
複式簿記之部
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Ａ製造業 Ｂ物品販売業
⒃ 日計表の記帳法については，岩邊［1987b］，102‐105頁を参照されたい。
⒄ 月末収支括表方式の記帳方法については岩邊［1987b］，95‐102頁を参照されたい。
⒅ 月末収支総括表の理論について三代川［2001］は，岩邊［1987b］の要約であったが，
三代川［2004a］では，中西［1950］99頁に書かれている内容を引用している。岩邊［1987b］
101‐102頁も参照されたい。また，黒澤［1950b］は，黒澤［1934］をもとにした伝票
式收支簿記の内容が再度説明されており，欧州の簿記の史的考察も同様，論じられてい
る。この内容は中西［1950］と同様である。しかし，太田［1935］の論文に関して黒澤
氏，中西氏の両者は触れられていない。
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